
まちづくりにおける“創発”の必要性と促進条件
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１．はじめに

1.1 問題の所在

Hood（1986）は，コミュニティの成立に伴って，その構成員が共同で取り組むべ

き問題と公権力によってのみ解決しうる問題が直ちに生じるとし，その解決に向け

てルールの設計が必要だとした。法律や制度，計画，慣習，しきたりなどがそのル

ールに相当し，そのうち法律や制度，計画は公権力としての行政がその設計および

執行に関わる中心的役割を果たしている。しかし，たとえば行政の計画
(1)

についてみ

ると，内容の不完全性（Lindblom and Woodhouse，1993），硬直性（恒松，

1997），計画間の不整合（小塙，1979），行政との乖離（中山，1978：高寄，1978：

日本計画行政学会東北支部，2000），実効性の欠如あるいは市民生活の圧迫（河中，

1978）といった課題を内包しているのが実態である。こうした課題を解決するため

の手法として1990年代以降に活発化してきたのが，市民参加あるいは市民協働
(2)

，パ

ブリックインボルブメント
(3)

などである。これらは行政計画の実効性を高めるための

手法とみることができる。

一方，1960年代からの市民活動を通じて，市民主体のソフトとハードの両面にわ

たる身近な環境改善の取組みとして「まちづくり」が誕生した。その後，1995年の

阪神・淡路大震災を契機としたボランティア活動の活発化，1998年の特定非営利活

動促進法の成立，行政活動への参加機会の拡大などを通じて，「まちづくり」に関わ

る活動は次第に活発化してきた。しかし，1990年代になってから，行政が市民参加

や市民協働などによる行政運営や，都市計画あるいは公共事業といったハード中心

の行政活動をも「まちづくり」と位置づけたため，「まちづくり」という用語が多用

されるとともに，その概念や対象があいまいになってきた（延藤，2003）。こうした

なかで近年，複雑系科学の主要概念の一つである「創発」を手がかりに，元来の「ま
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ちづくり」を捉え直し，計画あるいは行政と対比させながら，積極的に評価しよう

という動きがみられるようになっている（たとえば，延藤編，2003：久保，2005：

和田編，2005）。

1.2 研究目的

本稿は，「計画行政
(4)

」の理念を整理した上でその運用上の課題を抽出するととも

に，それと対比させる形で，「創発」の概念を手がかりとしながら，元来は市民主体

の身近な環境改善の取組みとして定義された「まちづくり」の理念を再検討し，運

用実態を明らかにすることを目的とする。なお，本稿の鍵概念となる「創発」につ

いては，Johnson（2001）および和田編（2005）の定義に従うものとする。すなわち

「創発」については，Johnson（2001）に従い，自律的な行為者（エージェント）の

ローカルな相互作用を通じてマクロな行動を引き起こす現象と定義する。また，「創

発」的な「まちづくり」については，和田編（2005）に従い，異なる価値観や能力

をもつ個人や小グループが相互作用を通じて刺激しあい，新しい価値観やアイデア，

相互関係を創造するとともに，具体的活動を誘発していくまちづくりと定義する。

これらの定義を踏まえ，本稿は次の３つの視点から「計画行政」および「まちづ

くり」に関する 察を行う。第一はトップダウンとボトムアップの関係である。元

来の定義からみれば，「計画行政」はトップダウン的な手法，「まちづくり」はボト

ムアップ的な手法として位置づけられるが，これらがどのように対立あるいは接合

するのかという点について 察する。第二は，自律的な個人あるいは小グループの

ふるまいをベースとする「まちづくり」と，むしろそうした個々のふるまいを拘束

しようとする性質を有する「計画行政」との相互関係である。第三は，「計画行政」

あるいは「まちづくり」の主体に関する 察である。前者は公権力が設計および執

行することを前提とするのに対し，後者は市民が主体となって自主的な活動を展開

するものであり，これらの相互関係について 察する。

1.3 研究方法

本研究は，文献調査をもとに「計画行政」および「まちづくり」の理論的検討を

行うとともに，３つの事例調査を通じて，それらの運用実態を分析した。まず文献

調査では，日本計画行政学会発行の学術雑誌「計画行政」に掲載された理論的研究

のうち，トップダウンとボトムアップの関係，個人のふるまいと計画の関係，主体

に関する論文を抽出し，それぞれの視点から「計画行政」の理念と運用上の課題を

整理した。また，「創発」の概念を手がかりに「まちづくり」を捉えようとする近年
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の著作を調査・分析し，「創発」的な「まちづくり」の理念と特徴を整理した。その

上で，筆者が自ら関与した「計画行政」と「まちづくり」の双方に関わる３つの事

例をとりあげ，３つの研究視点をもとに，運営の特色と課題を分析した。本稿でと

りあげる３つの事例は，広島県北部に位置する三次市あるいは庄原市における「ま

ちづくり」活動であり，いずれも「計画行政」と密接な関係を持っている。具体的

な研究対象は，庄原市の敷信自治振興区と旧西城町，三次市の吉舎町自治振興会連

合会とした。

本稿では，これらの調査結果について，第２章で「計画行政」の理念と運用上の

課題，第３章で創発的な「まちづくり」の必要性とその特徴，運用上の課題を整理

し，第４章では創発的な「まちづくり」について３つの事例分析を行う。

２．「計画行政」の理念と運用上の課題

2.1 行政計画の必要性

Hood（1986）は，共同体における公式ルールの基本的性質として，①人間行動へ

の作用をめざすものであること，②命令と禁止，許容およびそれらが適用される条

件を伝えること，③最小限の一般性および普遍性を有すること，④設計・変更され

るものであることの４点をあげている。この公式ルールは，共同体の構成員が協議

し，共同で取り組むことによって達成する場合と，公権力によって計画および執行

する場合があるが，一般的に共同体がより豊かで複雑な社会になれば，適切で中立

的な権利配分の必要性から，公権力を行使する必要性が高まるとされている

（Hood，1986）。実際にわが国の行政運営をみても，ムラの慣習やしきたりが主体で

あった江戸時代までに対して，明治以降とりわけ高度経済成長期以降は社会の発展

および複雑化に伴って行政の法律や制度，計画などが充実してきた。

行政計画の必要性についての指摘は，経済審議会総合部会経済計画基本問題研究

委員会（1969）の報告がその嚆矢であろう。この報告では，予測と政策遂行，利害

調整という３つの視点から行政計画の必要性が提起された。また，この報告を受け

る形で，行政計画の役割に関する学術的研究が行われた。すなわち，行政計画につ

いて，河中（1978）は将来を見通す準備と段取りであるとし，南雲（1978）は社会

状態を望ましい方向に誘導する指針，熊田（1978）は望ましくない社会状態を回避

するための政策体系であるとした。これらは，行政計画の必要性および役割を明示

し，それらを積極的に評価したものといえるが，今日においても変わらない有用な

指摘であるといえよう。

まちづくりにおける“創発”の必要性と促進条件 151



しかし，それらの計画（planning）はしばしば行政（administration）と乖離する

実態がみられ（中山，1978：高寄，1978：日本計画行政学会東北支部，2000），これ

を解決して計画の実効性を高めるため，計画と行政の一体的運営（「計画行政」）の

必要性が指摘されるようになった
(5)

。このことについて，恒松（1997）は，「行政」を

計画的に進めていくことによる効果として，市民の参加・協力の促進，行政の総合

化，行政の継続性をあげている。

2.2 トップダウンとボトムアップ

馬場（1978）は，行政計画には上方から下方に向かって計画の内訳を配分してい

くトップダウン方式の計画
(6)

と，下方または最小組織単位から上位へ計画を積み上げ

ていくボトムアップ方式の計画があるとした。わが国の行政計画は，明治維新以降

とりわけ第２次世界大戦後の行政機能の強化および拡大の過程の中でトップダウン

方式が中心であった（伊藤，1997）。そこには全体に主権があり，部分は全体の従属

物であるという認識があり，それが中央集権的な行政構造をつくりだしてきた。

一方，1970年代以降になって，ボトムアップ方式による行政計画の策定が必要と

されるようになった（たとえば，Higgins，1980：川喜田，1980）。わが国では第三

次全国総合開発計画の中心課題となった定住圏構想の一環としてコミュニティづく

りが推進され，その指針となるコミュニティ計画はボトムアップ方式でつくられる

べきもので，従来のトップダウン方式の行政計画とは性格が異なるものであると位

置づけられた（たとえば，本城，1979：牛野，1980）。

トップダウンとボトムアップの関係は1995年の地方分権推進委員会の設置を嚆矢

とする地方分権改革の中でも論じられてきた。伊藤（1997）は明治以降の行政組織

は中央集権的であったとした上で，上位システムと下位システムは対立することな

く，相互の価値を共有し，双方が必要としあう状態が望ましいとし，それを国と地

方公共団体の関係にあてはめ，地方分権の推進を支持した。

このように，トップダウンとボトムアップの関係は行政計画の策定に係る課題の

一つであり，コミュニティづくりや地方分権改革に併せて論じられてきた。しかし，

トップダウン方式の計画とボトムアップ方式の計画をどのように接合させるかとい

う課題（本城，1979）に対する明確な回答はみられない。

2.3 行政計画と個人のふるまい

ボトムアップ方式の行政計画を えるとき，近年ヨーロッパを中心に注目されて

きた補完性の原則にもみられるように，一人ひとりの市民に焦点をあてることが必
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要となろう。藤井（1978）は計画の出発点が「はじめに人間あり」という認識にあ

るとし，ヒューマン・アドミニストレーションの展開を主張した。そこでは，個人

の意識を前提とする「個人の主体的行動計画から出発して，（中略）強弱様々な組織

主体が形成され，その主体的行動計画が集まってより大きい組織的意思決定と行動

計画が策定され，最終的に一つの経済社会全体の運営の行動計画が決定され，実行

され」るとした。正村（1979）は，一人ひとりの人間は何らかの指令によって行動

するだけでなく，むしろ与えられた諸条件に反応して自己の行動を選択するのであ

り，行政計画はそうした個人の自律的なふるまいを意識すべきだとしている。

また，コミュニティづくりに関する研究では，コミュニティ計画の策定に併せて

人間関係の創設やグループ・ダイナミクスの発生が重要だとされ，それらの活発化

が新しいニーズや活動を生み出すことが指摘された（前田，1979：小塙，1979）。し

かし，行政計画の多く
(7)

はこうした人間関係の創設やグループ・ダイナミクスの発生

を意識しなかったことに加え，行政計画の推進主体の明確化や推進主体となるべき

キーパーソンの輩出を怠ってきたため，行政計画と個人のふるまいを隔絶し，行政

計画を実効させることができていない（高寄，1978：日本計画行政学会東北支部，

2000）。そればかりか，行政計画を絶対視することによって，個人や市場経済の自由

を制御あるいは阻害している場合も多くみられる（中山，1979：正村，1979：恒松，

1997）。

2.4 行政計画の計画主体

行政計画の計画主体については，計画の客体となる市民や組織，環境，社会，文

化に対して，たとえば行政プランナー（斎藤・熊田・坂野，1981），技術者（伊藤，

1998）というように，ほとんどの研究あるいは行政の現場において専門家としての

計画者（planner）が想定されてきた。また，計画者に必要な能力として，情報の収

集および編集を通じて新たなパターンを形成する能力（Deutsch，1966）や戦略的判

断資質
(8)

（斎藤・熊田・坂野，1981）があげられてきた。近年は行政計画の硬直的な

運用に対する自省や「まちづくり」の活発化もあって，生活への影響度の検討（正

村，1979）や市民による創造性の採用（磯村，1980），市民との会話（伊藤，1998）

といった民主化のメカニズムが重視され，体系化されるようになってきた。しかし，

恒松（1997）が指摘するように，行政への市民参加を促進しようとするとき，行政

計画はしばしば上意下達の響きを持ち，自律的に行動しようとする市民の反発や抵

抗，さらには行政への無関心を引き起こすことが懸念される。こうした傾向に対し

て恒松は，硬直的な響きを持つ「計画」に代わり，より柔軟な「構想」を公表し，
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市民の理解を得ることが望ましいとしている。

しかし，これらの研究あるいは実践において，あくまで計画主体は行政を中心と

する専門的な計画者にあるとされ，計画主体対計画客体という二元論を脱していな

いように思われる。行政計画を実効化し，行政への市民参加あるいは市民の主体的

な活動を展開するためには，従来は計画客体と位置づけられてきた市民を新たに計

画主体の一部および行動主体の一翼として位置づけた上で，市民主体あるいは行政

との協働による行動を引き起こすための環境整備が必要と えられる。

３．創発的な「まちづくり」の必要性

3.1 「創発」と都市・地域・社会

「創発」を主要概念の一つとする複雑系科学は物理学や生物学を起源とするもの

であるが，「創発」の視点から都市を捉えたのは Jacobs（1961）がおそらく最初であ

ろう。彼女は俯瞰的な立場に立つ専門家によって策定される都市計画に疑問を持ち，

「都市の中で展開される生き生きとした光景は，小さな様々な要素の莫大な量にわた

る集合のおかげ」で成り立つことを見抜いた。そして，都市計画は「こうあらねば

ならないということではなくて，現実をそのまま直視することによって現実の姿を

少しずつ集積し，採用し，試すといった困難で複雑な作業」であるべきだとした。

また朝山・河村（2005）は，建築・都市・社会は「自然の中にあって多種多様の

生命を育みながら，多くの人間がそれぞれ異なる意思を持って創出するもの」であ

るとし，それらの解明およびデザインにおいて複雑系のパラダイムを外すと一切の

生気を失うとみている。船津（2006）は，社会学の立場から，社会構造や社会シス

テムを重視してきた従来の社会学に対して人間の行為に着目することが必要である

とした上で，人間同士のシンボリックな相互作用は既存のものの修正・変更・再構

成や新たなものの形成を引き起こすとみて，それを「創発的コミュニケーション」

と定義した。伊藤（2003）も，複雑な諸問題や規模的制約のかかった諸問題に対処

するために，人間同士の多様な相互作用－民主的対話－が必要だとし，従来の代表

民主制に代わり，多層的な市民の民主的対話を前提とする創発民主制の有用性を主

張している
(9)

。

さらに Jabtsch（1980）は，社会システムに対する複雑系のパラダイムにもとづく

幅広い 察を行い，社会システムは①管理的な階層構造の弱体化，②文化多元主義

の浸透，③多層的な自治の強化が進みつつあり，今後もその傾向が強まるとみた。

その中で，静的で防御的な構造主義を批判し，そうした えは新しい発想やふるま
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いを打ち消し，社会システムを停滞さらには死に至らしめると断じた。これを回避

するため，創造的個
(10)

を重視し，小さな規模で始まったゆらぎ
(11)

を認め，自己組織化
(12)

を

促し，創発をもたらすことによって，社会システムは進化
(13)

をとげるとしている。

3.2 創発的な「まちづくり」の特徴

創発の視点からの都市・地域・社会の分析に加え，近年，創発の視点から「まち

づくり」を分析したり，創発を意図した「まちづくり」を実践したりする例がみら

れるようになってきた。

和田編（2005）は，都市は行政や専門家がトップダウンで計画しても造りきれる

ものではないとし，市民の想いや行動実態にもっと目を向け，その想いが形になり，

行動が活発になるような「まちづくり」を えていく必要があるとした。林（2003）

は「まちづくり」へのアプローチは従来の都市計画制度とは全く異なるもので，制

度の枠に縛られた行政計画先行ではなく，同時多発の市民主体の試みを，幅広い知

恵のネットワークを活かして発展させ，「まちづくり」に活かす過程が重要であると

している。また久保（2005）は，市民主体のまちづくり協議会を例にとり，複雑系

科学の概念を使えば「まちづくり」とは自己組織化や創発，進化を促す過程である

という解釈が可能になることを示している。

創発に着目したこれらの研究や実践の中にみられる「まちづくり」の特徴として，

次の４点をあげることができる。第一はトップダウンでなくボトムアップを重視し

ていることである。トップダウン方式の行政計画の限界を認め，個人や小グループ

の活動現場に立脚した計画づくりや個々の活動展開を重視している。そのためか，

これらの著作でとりあげられた創発的な「まちづくり」の事例は，いずれも市民主

体であることが共通している
(14)

。

第二は創発や自己組織化を生む相互作用の場が仕掛けられ，運営されていること

である。和田編（2005）が指摘するように，創発や自己組織化を引き起こすために

は個人や小グループによる相互作用の場をつくることが不可欠であり，場が与えら

れることによって，個人や小グループは潜在的な価値観や能力を顕在化させ，相互

作用を通じて創造的活動を生み出す可能性を得る。ただし，その場は漫然と与えら

れるのではなく，何らかの意図や工夫が加えられる必要があり，同書の中では大学

教官やコンサルタント，メディア，行政職員による様々な工夫の事例が紹介されて

いる。

第三は同時多発の試みを活かす工夫が用意されていることである。林（2003）が

指摘するように，個人や小グループによる同時多発の試みを幅広いネットワークを
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通じて発展させることにより，個々の試みをより成熟した活動として発展させたり，

それらを組み合わせることで新たな活動を生み出したり，それらの活動を通じて地

域全体の活動レベルが向上する点に特徴がある
(15)

。

第四は計画の主体と客体の一元化とそれに伴う専門家の役割の変化である。従来

の行政計画では計画の主体と客体は明確に分かれ，専門家は計画者（planner）とし

ての役割を担った。しかし，創発的な「まちづくり」においては，市民自らが計画

を立案し，実行しており，主体と客体は一元化している。それに伴って専門家の役

割は計画者から市民の自主性やアイデア，行動力を引き出すコーディネーター

（coordinator）あるいはファシリテーター（facilitator）へと変化している。

3.3 創発的な「まちづくり」の促進条件と運用上の課題

創発的な「まちづくり」は，従来からのトップダウン方式による「計画行政」が

抱える課題を克服し，「まちづくり」活動を具体化し，活発化させる概念および手法

として注目されつつある。しかし，それを促進するための条件や運用上の課題があ

るのも確かである。それらは具体的な活動を誘発させるための前提となる条件（前

提条件）と，具体的な活動が誘発された後にそれを継続および定着させていくため

の条件（促進条件）の二つに大別できる。

前提条件として次の３点をあげることができる。第一は個人や小グループ自身が

決定権や決定能力を持ち，自律的に行動できる環境が整っていることである。たと

えば，個人や小グループの「まちづくり」に対する意欲が低く，主体的に行動を起

こす機運が醸成されていない場合は，構成員相互の相互作用を通じた新たなアイデ

アや具体的な行動が誘発されることが期待できない。また，上位下達が重視される

組織体系では，裁量権がほとんど与えられていない下部組織や個々の構成員は新た

なアイデアや具体的な行動を生み出すことが予め制限されている。こうした状況に

対して，個人や小グループの「まちづくり」に対する意識を高めるための啓発活動

を継続的に実施したり，下部組織や構成員の意欲や能力を活かす組織風土を構築し

たりしていくことが求められる。第二は，個人や小グループの意欲やアイデア，行

動を引き出し，相互作用を仕掛けることによって，新たなアイデアや行動を誘発さ

せる人材を確保することである。具体的に，コーディネーターあるいはファシリテ

ーターの適切な技術支援が必要であり
(16)

，それがなければ個人や小グループは“ただ”

存在するだけで有効な相互作用や創発を生み出すことが期待できない。第三は，構

成員間の共通の目標・関心事
(17)

を見いだすことである。そのためには共通の目標・関

心事を設定しやすい規模の共同体であることが望ましい。そもそも共通の目標・関
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心事にもとづいて組織されたサークルやNPOなどの機縁組織
(18)

は基本的にこの条件

を備えていると言えるが，一定の地理的範域を伴うことを条件とする地縁組織では，

地域的範域が広がれば広がるほど，すべての構成員に共通する目標・関心事を見出

すことが困難になり，その運営は「計画行政」に頼らざるをえない。そのため，共

同体の構成員が共同で取り組むことができる地理的範域であることが望ましく，現

実的には市町村単位あるいはそれ以下の集落等の単位とするのが妥当であると え

られる。

次に，促進条件として次の２点をあげることができる。第一は，新たに生み出さ

れたアイデアを具体化したり，活動を継続および定着させたりしていくための実行

主体を確保することである。とくにファシリテーションによって引き出されたアイ

デアについて，責任を持ってそのアイデアを具体化する人材を確保できなければ，

アイデアは具体化されないままとなる。ただし，ここで必要な人材（役割）はファ

シリテーターやコーディネーターではなく，活動の管理や執行を担当するマネージ

ャーあるいはプロデューサーであると えられる。第二は，創発的に生まれたアイ

デアや活動を受け入れる地域的な意識や体制が確立していることがあげられる。共

同体の他の構成員や公権力を有する行政機関に新しいアイデアや活動を受け入れよ

うとしない意識や体制があれば，アイデアの具体化や活動の継続および定着は達成

されないだろう。たとえば，アイデアの具体化に関して，提案主体だけで具体化す

ることが困難で，他の構成員や行政機関との協働を必要とする場合などは，他の構

成員や行政機関もそのアイデアの必要性や効果を共同で検討し，必要だと判断され

れば，関係機関が協力して具体化に向けた調整を行うことも必要である。

４．創発的な「まちづくり」の事例

4.1 敷信自治振興区

敷信自治振興区は広島県庄原市の南部に位置する敷信地区の市民自治組織である。

2005年３月の庄原市と周辺６町の合併に併せて，市民自治を強化するという庄原市

の施政方針に基づき，11の町内会が合同で設立した。中国縦貫自動車道庄原インタ

ーチェンジが立地する交通の要衝にあり，インターチェンジを中心とする商業・住

宅地域を中心に約2,400人が生活している。

敷信自治振興区は2005年度，庄原市からの補助金を得て，設立後10年間を見通し

た振興計画「敷信戦略プラン」を策定することとなった
(19)

。「敷信戦略プラン」は次の

５つのイベントを通じて策定された。それらは，①地区の歴史や文化を知るための
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学習会の開催，②先進地視察，③市民を対象としたアンケート調査，④地域資源を

再発見・再評価するための現地調査，⑤振興方針や重点事業を立案するワークショ

ップの開催である。これらの一連の策定作業は敷信自治振興区の役員を中心に，さ

まざまな学習・検討機会の提供を通じて，市民の意識や意欲を引き出し，それらを

結びつけることを意図して展開された。とくにアンケート調査は敷信地区の小学校

３年生以上の全員を対象としたことに加え，市民が得意なこと（協力可能な内容）

や自ら取り組んでみたいことを回答してもらうように調査票を設計し，市民主体の

自主的な「まちづくり」活動が誘発されるように仕掛けた。またワークショップで

は，参加者が自ら取り組める企画を立案し，アンケート調査で把握した市民の意識

および意欲，能力を踏まえつつ，具体的に実施する４つの戦略プロジェクトが決定

された
(20)

。戦略プロジェクトは，各プロジェクトの提案者とプロジェクトに賛同する

市民有志によって構成されるプロジェクトチームと敷信自治振興区の専門部会が協

力して取り組むこととなり，2006年５月から特産品開発，同年６月から情報誌の発

行，同年10月から花壇整備が行われるなど，各プロジェクトが次々と具体化されて

いる。

敷信自治振興区の取組みは「計画行政」と創発的な「まちづくり」双方の特徴を

持ち合わせたものとみなせる。すなわち，「敷信戦略プラン」を計画し，それを具体

化していくプロセスは「計画行政」であるといえる。また，計画策定に当たり，多

様な市民参加機会を提供するとともに，相互の交流を通じて市民一人ひとりの意欲

や具体的行動を誘発させるという「創発」の特徴を示しており，市民主体の「まち

づくり」として位置づけられる。つまり，「計画行政」のプロセスに，創発的な「ま

ちづくり」の手法を組み込むことによって，「計画行政」を実効化させることに成功

したといえる。なお，こうした敷信自治振興区の取組みに対して，庄原市役所は補

助金を支出したり，先行事例として市内外へ情報を発信したりするなどの支援や協

力を行っている。

4.2 吉舎町自治振興会連合会

吉舎町自治振興会連合会は広島県三次市の南東部に位置する人口約5,400人の吉

舎地区の市民自治組織である。2004年４月の三次市と周辺７町村の合併に伴い，市

民自治を強化しようとする三次市の施政方針に基づき，６つの自治振興会の連合組

織として設立された
(21)

。

吉舎町自治振興会連合会は2005年度，三次市からの補助金を得て，設立後10年間

を見通した振興計画「吉舎町まちづくりビジョン」を策定することとなった
(22)

。「吉舎
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町まちづくりビジョン」は各自治振興会や各種団体から推薦された委員と公募委員

などによって構成される策定委員会と６つの各自治振興会の７組織で検討され，吉

舎地区全体の振興方針を定めた「吉舎町まちづくりビジョン」と各自治振興会の振

興方針を定めた６つの「地域づくりビジョン」によって編成されている。策定に当

たり，当初は６つの「地域づくりビジョン」とそれを要約する吉舎町全体の基本目

標のみを明記した「吉舎町まちづくりビジョン」を策定することとし，各自治振興

会において，敷信自治振興区と同じようにアンケート調査やワークショップなどの

学習・検討の機会を通じて，執行責任者が明確で，具体的に実行可能な事業を「地

域づくりビジョン」に位置づける予定であった。しかし，策定作業の途中で，三次

市役所がこのビジョンを市民自治構想であるとともに行政計画として活用するよう

に方針を変更し，吉舎町における今後の市事業はこのビジョンに明記されているこ

とが必要となった。市民主体の「まちづくり」プランと行政が実施する事業を定め

た行政計画の特徴を併せ持つことが要請されたのである。そのため策定委員会は，

基本目標だけでなく，吉舎町において行政事業として実施することが期待される事

業案を列挙した「吉舎町まちづくりビジョン」を策定することとし，「人・教育」と

「交流」，「定住・環境」を柱とする事業案を立案した。

4.3 西城町（現，庄原市西城町）

西城町は広島県北東部に位置する人口約5,000人の町であったが，2005年３月に

隣接する庄原市および周辺５町と合併し，庄原市の一地区となった。西城町は2001

年７月から2002年12月にかけて「西城町長期総合計画」（以下，長期計画）を策定し

た
(23)

。地方自治法の規定を踏まえ，この長期計画は基本構想と基本計画によって構成

されているが，基本構想において基本理念や重点施策，施策の大綱に加え，自治振

興区別の振興方針を定めていることに特色がある。

西城町は，敷信自治振興区や吉舎町自治振興会連合会より早く，2001年から18の

自治振興区を設立し，町民が主体となった「まちづくり」を推進してきた。長期計

画の策定を開始した同年７月は各自治振興区とも組織を立ち上げたばかりで，どの

ような「まちづくり」を推進するかが明確でなかった。そこで西城町は，長期計画

の策定に併せて，各自治振興区の振興方針を定め，それを長期計画にも位置づける

ことにした。具体的に，各種団体の長などで構成する審議会や西城町役場の課長な

どで構成する策定本部，同じく係長で構成する専門委員会に加え，18の自治振興区

から推薦された33名の委員で構成する「まちづくり委員会」を設置した。「まちづく

り委員会」では，各自治振興区からの推薦委員に，町民の意欲やアイデアを引き出
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し，それらをとりまとめていく手法であるワークショップの実施方法を学んでもら

った。各委員は自治振興区にその手法を持ち帰り，それを用いることによって，町

民自身で振興方針を策定した。西城町は各自治振興区が自主的に策定した振興方針

を長期計画に位置づけ，同計画に計画的な行財政運営の指針とともに町民等の「ま

ちづくり」の指針としての役割を与えた。

西城町の長期計画は，「計画行政」と創発的な「まちづくり」の双方に関わる構想

及び計画を策定した点で「吉舎町まちづくりビジョン」と形式的には同じである。

しかし，吉舎町では「計画行政」も創発的な「まちづくり」も市民主体の自治組織

が策定したのに対し，西城町では「計画行政」については町役場，創発的な「まち

づくり」については町民主体の自治組織が策定した点に違いがあり，両者の区別お

よび接合が意識的かつ効果的に行われている。

５．おわりに

本稿は，トップダウンとボトムアップの関係，個人のふるまいと計画の関係，主

体という３つの視点から「計画行政」の理念と運用上の課題を明らかにするととも

に，創発の概念を手がかりとして「まちづくり」の理念を再検討した上で，その促

進条件や運用上の課題について検討した。その結果，「計画行政」と「まちづくり」

の理念についての位置づけと相互関係を明示することができたと える。また，従

来から指摘されてきた「計画行政」の課題は，創発的な「まちづくり」の視点や手

法を組み入れることによって，解決できる可能性があることを示した。しかし本稿

は，創発的な「まちづくり」の初歩的な理念と手法，展開可能性を提示したにすぎ

ず，研究の発展に向けては，実証的なアプローチや支援技術に関する研究が不可欠

であり，これらについては今後の研究課題としたい。

本稿作成にあたり，『創発まちづくり－動く・繫がる・生まれる』の共同執筆者で

ある川名和美，牛来千鶴，氏原睦子，吉原俊朗，増田泉子，重徳和彦，松波龍一各

氏とのディスカッションから多くの示唆を得た。また，広島経済大学興動館科目「ま

ちづくりコーディネーター養成講座」の講師経験は，自らの実践経験を整理する貴

重な機会となった。記して感謝いたします。また，本研究の骨子は日本計画行政学

会第21回中国支部大会（2006年６月，於.広島大学）で発表した。
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注

⑴ 西尾（1972）は，計画とは「未来の複数または継起的な人間行動について，一定の関

連性のある行動系列を提案する活動」と定義している。また，政府が策定する計画には

法律制定の前提となる「立法構想」と法律に基づいて事業を執行する基礎となる「行政

計画」があるとしている。本稿は西尾（1972）のいう「行政計画」を対象とする。

⑵ 行政と市民が相互に協力し合って，互いに足りない点を補いながら，持てる力を発揮

するような手法による諸活動。

⑶ 事業主体あるいは行政が，市民や関係者の真のニーズを的確に把握し，それを計画に

反映させるための積極的な働きかけ。

⑷ 日本計画行政学会は「計画行政」創刊号（1978）において，「計画（プランニング）は

行政（アドミニストレーション）によって実現される。（中略）計画の源泉には思想と科

学があり，行政の基盤には組織と技術があって，それらが相互にからみ合っている」と

定義し，「計画」と「行政」の一体的な推進，すなわち「計画行政」が必要であるとして

いる。

⑸ 1977年に設立された日本計画行政学会は設立以来一貫してこの問題に取り組んでい

る。

⑹ 従来の行政計画はその策定手順もトップダウンで，現状認識に続き，抽象的あるいは

定性的な目的の設定，具体的定量的な中位の目標設定，個別事業を通じた諸資源の配分

という流れが一般的であった（馬場 1979）。

⑺ 西尾（1972）は「行政計画」について人間行動を一定方向に誘導する「誘導計画」と

行政機関が執行する「事業計画」に区分している。ここでは「誘導計画」が相当する。

⑻ 自部門の役割表現，問題の重要度の判断，意思決定段階における適切な判断をいう。

⑼ 伊藤（2003）は創発民主制がインターネットに代表される情報技術によって支えられ

るとみている。また，創発民主制における指導者の役割は，権力者として進路を決めた

り，追随者を統率したりすることでなく，政治過程の世話役として統合性を維持し，追

随者の意思を代表するとともに，他の指導者とコミュニケーションすることにあるとし

ている。

Jantsch（1980）は創造的個を生み出す源泉は自省の心にあるとしている。

古い構造を打ち破り，革新をもたらそうとする胎動。

「ランダムになろうとする力に，秩序化しようとする力が打ち勝つこと」をいう。（都

甲・江崎・林 1999）

Jantsch（1980）はこうした進化がもたらす新しい構造やシステムは予め定まっている

ものでなく，予言することはできないとしている。

「計画行政」の過程においても創発の動きは散見される。たとえば，松井（1997）は産

業政策の展開過程における企業間の情報交換，和田（2006）は広域行政の展開過程にお

ける自治体職員間の情報交換に創発の特徴を見いだしている。ここでは企業あるいは自

治体職員が水平的な結合関係にあり，垂直的な行政組織とは異なる環境において創発が

生じている。

同時多発の試みを活かす工夫は行動レベルだけでなく，計画レベルでもみられる。た

とえば，報告事例の中で多用されているワークショップは参加者から多くのアイデアを

引き出し，それらが複雑にからみあい，新しいアイデアが生まれるという点で創発的で
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あるといえる。

和田編（2005）は，創発的な「まちづくり」を推進する９原則の一つとして，適切な

技術による支援をあげている。

池田（1997）はコミュニティの成立要件として，①構成員相互の交流，②共通の目標・

関心事等の絆の存在，③一定の地理的範域を伴うことをあげている。

特定の目的や関心に基づいてつくられた組織。

筆者は，コンサルタントとして，この振興計画の策定作業に携わった。

「しのう発信・PR事業」と「花の回廊づくり事業」，「特産品開発・販売事業」，「ふる

さと村整備事業」の４プロジェクト。いずれも企画の提案者が執行責任者として主体的

に事業を展開していくことを合意したものである。

敷信自治振興区が一つの自治振興組織であるのに対し，吉舎町自治振興会連合会は吉

舎と安田，中四字，敷地，八幡，徳市の６つの自治振興組織の連合組織である。両者を

比較すれば，吉舎町自治振興会連合会は敷信自治振興区より上位の組織として位置づけ

られる。

筆者は，コンサルタントとして，このビジョンの策定作業に携わった。

筆者は，コンサルタントとして，この長期計画の策定作業に携わった。
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